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※令和３年８⽉18⽇付の第5回委員会から修正した箇所には下線を引いております。









第３回検討委員会のポイント ~整理が進んだ事項~
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対象とすべき森林の把握の仕⽅（各論①関連）
• まずは⼿元にある既存の資料や簡易に取得できる現地情報（写真撮影）などから、
経営管理を⾏う必要性を把握すればいいのではないか

•ただし、少なくとも森林整備を実施するまでには、現地調査をし、対外的に説明で
きる資料を⽤意しておくべきではないか

•特例措置を講じるにあたり、特別な数値指標を整備する必要はなく、通常の経営管
理を⾏う場合と同様の判断でよいのではないか

不明とされる所有者の持分への留意（各論③関連）
• 持分の過半数に相当する所有者が判明しており、その者が同意しているという状況
下であれば、柔軟に活⽤していくこととしてよいのではないか

•ただし、経営管理の⽅法や⽬的について、どのようなことに留意していくべきかは、
持分の過半が判明している・してないという形式的なものではなく、個別の具体事
例に沿いながら議論していくべきものではないか（持分の過半数が判明していない
場合でも、活⽤していけるよう事例を整理していくとよいのではないか）
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対象とすべき森林の優先順位付け（各論②関連）
• 森林整備による抑⽌効果が⾼い表層崩壊を防ぐ観点から、幼齢林を早期に壮齢林に誘
導していくことや壮齢林における間伐を進めていく必要。また、住家の上部に位置す
るなど、⼈命に関わる状況については優先順位を上げて対応することも必要。

• ⽊材を活⽤し、林業振興を進めることで、森林を健全に保ち、災害防⽌の機能も発揮
させていくという視点も⼤事。

• 地域の関係者や所有者の意向を聞きながら市町村の⽅針を明確化していくべき。その
際に、市町村の事務量や財源を考慮することはありうるものの、これをもってのみ、
所有者不明森林等に対応しないということは、避けるよう留意する。

第５回検討委員会のポイント ~整理が進んだ事項~

経営管理の合理的な判断基準（各論⑤関連）
•市町村の考え（取り組みやすさ、費⽤対効果）を判断基準として含めることは可能。
•上記を判断基準として含める場合、住⺠・事業者のニーズ、安全性など、ほかの判断材
料とどうバランスを取るのか合理的に説明できるようにすることが必要。
•所有者不明であることを理由に対応せず、地域住⺠が⼟砂災害などを被ることは避ける
べきであり、可能な限り災害を回避するため、費⽤⾯等を考慮しつつ個々の状況を総合的
に勘案し、⼀番効率的にできる⽅法を採⽤することが重要。














